
北海道気候変動適応計画について

北海道環境生活部環境局気候変動対策課

令和３年（2021年）６月25日 令和３年度 気候変動適応研修（初級コース）
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■本日の紹介内容

１ 北海道の地域特性

２ 計画の概要・構成

３ 策定スケジュール

４ 影響評価及び推進方策の決定

５ 科学的知見の収集方法

６ 庁内連携体制・調整方法等

2７ 北海道気候変動適応センターについて



１ 北海道の地域特性

＜地勢＞ ＜自然・気候＞

 日本列島の最北（北緯41度21分～45度33分）
に位置し、面積は83,424㎢（平成28年10月1日
現在）で、国土の22.1％を占めています。

 山地が全体のほぼ半分を占めていますが、全国と
比較すると山地や傾斜地が少なく、なだらかな土地
が多いのが特徴です。

 河川は、321水系、2,025河川、延長約
15,400kmの河川（平成31年３月現在、河川法河
川及び準用河川）のほか、それ以外の普通河川も
14,600程度あり、概ね良好な水質を維持してい
ます。

 周囲は、太平洋、日本海、オホーツク海に囲まれ、
対馬海流とリマン海流、日本海流と千島海流がそれ
ぞれ交差しているため、世界有数の漁場となってい
ます。

 四季の変化がはっきりしており、独自の自然と文
化を持っています。

 自然に恵まれ、６つの国立公園と６つの国定公園、
11の道立自然公園があり、その総面積は約8,800
㎢で、本道全体の約１割を占めます。

 年平均気温は６～10℃程度、年平均降水量は
700～1,700㎜程度で、冷涼低湿な気候ですが、
地域によってかなり違いがあります。
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■策定：令和２年３月

(1)策定の趣旨
 地球温暖化対策を進めていく上では、温室効果ガ

スの排出抑制を行う「緩和」の取組と、気候変動の
影響に対して被害を回避・軽減する「適応」の取組
が必要。

 このため、平成30年（2018年）12月に施行され
た「気候変動適応法」の趣旨を踏まえ、地域特性や
社会情勢の変化などに応じて「適応」の取組を総合
的かつ計画的に推進するために策定するもの。

２ 計画の概要・構成
１ 計画策定の背景、趣旨等

(2)計画の位置付け
 「気候変動適応法」に基づく「地域気候変動適応計画」

 「北海道環境基本計画」の個別計画
 「持続可能な開発目標（SDGs）」に掲げる「目標

13：気候変動及びその影響を軽減するための緊急
対策を講じる」などの達成にも資するもの

(3)計画期間
 概ね５年とし、国の動向等を勘案して必要に応じ

て見直しを行う。

地球温暖化の原因と
なる温室効果 ガスの
排出抑制
【例】省エネ対策、再
エネ導入 等

気候変動の影響に
対処し、被害を
回避・軽減
【例】防災対策、熱中
症対策 等

緩和 適応

両輪
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２ 計画の概要・構成

北海道7地点の年平均気温のこれまでの変化

数字は平年との差。観測場所移転による補正を行っ
た時期を▲で示す。赤線は長期変化傾向を示す。

北海道の年平均
気温の変化（21
世紀末の気候と
20世紀末の気候

との差、単
位：℃）

北海道の年平均気温の将来変化

※いずれの図も札幌管区
気象台提供
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これまでの長期変化 将来の見通し（21世紀末）

 平均気温はおおよそ1.60℃上昇
 冬日・真冬日の日数が減少
 年降水量の大きな変化はない
 日降水量50mm以上及び70mm以上の年間日数が増加傾向
 最深積雪量が減少傾向

など

 平均気温は20世紀末を基準に５℃程度上昇
 夏日は約52日/年増加、冬日は約58日/年減少
 年降水量は概ね10％増加
 大雨や短時間強雨の頻度が増加
 年降雪量は各地域で減少

など

２ 気候の長期変化と将来の見通し



２ 計画の概要・構成
３ 気候変動による影響

農 業 小麦など一部作物の品質の低下、病害虫の発生増加や分布域の拡大

水 産 業 ブリなどの分布・回遊域の変化、シロザケの生息域減少

自然生態系 高山帯等植物の分布適域の変化や縮小、エゾシカ等の分布拡大

自 然 災 害 洪水をもたらす大雨事象の増加、海面上昇の発生

健 康 熱中症搬送者の増加、節足動物媒介感染症のリスク増加

そ の 他 自然資源を活用したレジャーへの影響、ライフラインへの影響
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２ 計画の概要・構成
４ 適応の推進方策

(1)適応の取組に関する基本方向
ア 本道の強みを活かす適応の取組の推進
 本道の地域特性等を踏まえ、次の４分野について重

点的な取組を推進
 道の政策分野に「適応」の視点を組み込み、関係部

局が連携した取組を推進

産 業
 広大な大地や豊かな海にもたらされる資源を有効活用し

た、安全で安心な食料供給
 自然資源を活用した観光業の振興

自然環境
 豊かな自然環境の適切な保全と多様な機能の防災・減災

への活用

自然災害  各地域の地理的特性等を踏まえた災害に強い地域づくり

生活・健康
 道民の生命や生活の確保
 災害に強い交通基盤の整備

イ 情報や知見の収集と適応策の検討
 国や関係機関と連携して、適応に関する最新の情報

を収集し、これを踏まえて適応策を検討

ウ 道民や事業者等の理解の促進
 対象者や事業種別を踏まえた普及啓発、市町村への

情報提供の実施
 事業活動における「気候リスク管理」や、新たなビジ

ネス機会として捉える「適応ビジネス」の取組の促進

エ 推進体制の充実・強化
 法に基づく「地域気候変動適応センター」機能の確

保について検討（→R3.4.1 北海道気候変動適応
センター設立（後述））

 庁内組織である「北海道地球温暖化対策推進本部
（※現：北海道気候変動対策推進本部）」を活用した
適応策の展開
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２ 計画の概要・構成
４ 適応の推進方策

（２）各主体の役割

(3)計画の進捗管理
 国における検討結果を踏まえ、本計画における進捗状況の把握・評価手法を検討
 当面は、４つの基本方向に関連する施策等について、定期的に状況等を把握し、取りまとめ

道
 計画策定や地域気候変動適応センター機能の確保に係る検討（→R3.4.1 北海道気候変動適応センター設立（後述））
 関係者と連携・協働した取組の推進
 道民や事業者等の取組促進に向けた普及啓発の実施 など

事 業 者
 「気候リスク管理」の取組の推進
 「適応ビジネス」の展開 など

道 民  「適応」への理解と関心を深め、自ら実践

市 町 村  区域内の「適応」の取組の推進

民 間 団 体  道民に「適応」の取組を広める活動
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２ 計画の概要・構成
計画の進捗管理

北海道温暖化対策関連事業

庁内各部における温暖化対策関連施
策として、緩和策及び適応策の概要
と事業費を照会
→取りまとめて道ウェブサイトで公表
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３ 計画の概要・構成
気候変動適応法や国の計画との時系列的な関係性

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

国

北
海
道

気候変動の影響への適応計画 気候変動適応計画

気候変動適応法

H30.6 公布 H30.12 施行

H27.11 策定 H30.11 策定

北海道における気候変動
の影響への適応方針 北海道気候変動適応計画

北海道気候変動
適応センター

R3.4 開設

R2.3 策定H30.9 策定
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４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３
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４ 影響評価及び推進方策の決定

※はじめに
先述のとおり、道では平成30年２月に「北海道における
気候変動の影響への適応方針」を策定しており、気候変
動適応計画は方針を基として策定しています。
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４ 影響評価及び推進方策の決定
評価項目の設定（元にした資料）

○日本における気候変動による影響に関する
評価報告書（中央環境審議会）（平成27年３月）

「農業・林業・水産業」、「水環境・水資源」、「自然生態系」、「自然災害・
沿岸域」、「健康」、「産業・経済活動」、「国民生活・都市生活」
の７つの分野について、さらに30の大項目と56の小項目に分け、それぞれ

が受ける気候変動の影響を「重大性」、「緊急性」、「確信度」の３点で評価

（最新版）
気候変動影響評価報告書
総論（環境省）
（令和２年12月）

※↑では大項目が34個、小項目が71個に増えている
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４ 影響評価及び推進方策の決定
評価項目の設定（報告書からの抽出）

STEP１
報告書における影響評価の一覧から、
「重大性」が「特に大きい」又は「緊急性」
が「高い」ものを抽出
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４ 影響評価及び推進方策の決定
予測される影響の設定（報告書等からの抽出）

STEP２
抽出した項目ごとの影響評価結果に沿って、
本道で予測されるものを取りまとめ
※大項目「農業」については、北海道立総合研究機構農業研究本部
中央農業試験場が平成23年10月に取りまとめた「戦略研究『地球
温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業の構築－気候
変動が道内主要作物に及ぼす影響の予測－』成果集」の内容に沿っ
て記載 15



４ 影響評価及び推進方策の決定
評価項目の設定（優先項目の選定）

STEP３
抽出した項目から、さらに「道が優先的
に取り組む分野・項目」を選定し、「自然
環境」、「産業」、「自然災害」、「生活・健
康」の４分野に分類（≠国の報告書における分野名）

・抽出した項目の中でも「重大性が特に大きい」かつ「緊急
性が高い」かつ「確信度が高い又は中程度」のもの
・その他地域特性や既存施策を踏まえて優先すべき項目
※大項目「農業」は先述の道総研予測等を踏まえて判断 16



４ 影響評価及び推進方策の決定
既存施策の取りまとめ

STEP４
適応に関する既存施策等の取りまとめ
→７つの分野・大項目に沿って記載

庁内各部へ適応関連施策を照会
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４ 影響評価及び推進方策の決定
適応の推進方策の決定

国の影響評価報告書から抽出（さらに選定）
した重要性・緊急性の高い項目

抽出した項目ごとの具体的な影響予測結果
（国の報告書・道総研予測等）

適応に関する道の既存施策

適応の推進方策（本道の強みを活かす適応の取組の推進）

自然環境 産業 自然災害 生活・健康
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４ 影響評価及び推進方策の決定
取組方針（１）

自然環境
（気候変動影響評価報告書の該当分野：水環境・水資源、自然生態系）

【取組の視点】
日本沿岸の各所において、海水温の上昇に伴い、低温性の種から高温性の種への
遷移が進行していることが確認されています。
また、気温上昇や融雪時期の早期化等による植生の衰退や分布の変化が報告さ
れるとともに、一部の湿原で、気候変動による降水量の減少や湿度低下、積雪深
の減少が乾燥をもたらした可能性が指摘されています。
気候変動に対し生態系は全体として変化するため、人為的な対策により広範に抑
制することは困難であることを踏まえ、本道の豊かな自然環境について、気候変
動以外の要因によるストレスにも着目しつつ、気候変動に対する順応性の高い健
全な生態系の保全に努め将来にわたって持続可能な利用を図るとともに、自然環
境の有する多様な機能を防災・減災に活用するための取組が必要です。

【主な施策】
□ 各種環境のモニタリングによる変化の把握
□ 希少野生動植物種の保護対策の推進
□ 外来種の防除対策の推進
□ 鳥獣保護管理対策の推進
□ 知床半島沿岸及びその周辺海域における海棲哺乳類の生息状況の把握
□ 水源の涵養など森林の有する多面的機能の維持・増進

等

産業
（気候変動影響評価報告書の該当分野：農業・林業・水産業、産業・経済活動）

【取組の視点】
北海道の主要農作物は、2030年代には水稲や大豆、小豆では収量増が予測さ
れますが、秋まき小麦やじゃがいもなどで減収も予測されます。
また、品質については、水稲を除き全般に低下すると見込まれます。さらに、高
温・多雨で発生しやすい病害の影響も懸念されます。
日本近海での影響調査により、日本海を中心に高水温を一因として分布・回遊域
が変化した魚種があることが報告され、漁獲量が減少した地域もあるとの結果が
得られています。
広大な大地や豊かな海からもたらされる資源を活かし、安全・安心な食料を供給
していくための取組が必要です。
また、気候変動による気温上昇や積雪量の変化、極端な気象現象等が自然資源を
活用したレジャーなど観光業へ影響を及ぼす可能性があります。

【主な施策】
□ 気象情報等を踏まえた営農技術対策の推進
□ 生産安定につながる品種や栽培技術の開発の推進
□ 農地等の排水対策の強化
□ 計画的な森林の整備及び保全
□ 海洋環境、主要水産資源モニタリングの推進
□ 海洋生物の分布域の変化に対応した漁場整備の推進
□ 気候の変化や極端な気象現象による観光業への影響調査

等
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４ 影響評価及び推進方策の決定
取組方針（２）

自然災害
（気候変動影響評価報告書の該当分野：自然災害・沿岸域）

【取組の視点】
時間雨量50mmを超える短時間強雨や総雨量が数百mmから千mmを超えるよ
うな大雨が発生し、全国各地で毎年のように甚大な水害（洪水、内水）や土砂災害
が発生しています。
中長期的な海面水位の上昇や強い台風の増加等による高潮偏差・波浪の増大に
伴い、高潮や高波被害、海岸侵食等のリスクが増大する可能性が指摘されていま
す。
各地の気候や地理的特性等を踏まえ、災害に強い地域づくりの取組が必要です。

【主な施策】
□ 激甚化する気象災害への迅速かつ適確な対応
□ 近年の浸水被害等を勘案した重点的な河川改修等の推進
□ 荒廃山地の復旧整備や山地災害危険地区の重点的・集中的な復旧・予防対策、
効果的な流木対策の強化等の推進
□ 砂防設備や急傾斜地崩壊防止施設等の整備の推進
□ 海岸保全施設の計画的な整備推進

等

生活・健康
（気候変動影響評価報告書の該当分野：健康、国民生活・都市生活）

【取組の視点】
気温の上昇による超過死亡（直接・間接を問わずある疾患により総死亡がどの程
度増加したかを示す指標）の増加は既に生じていることが世界的に確認されてい
ます。
本道においても、暑熱の影響とされる症例が増加しており、道民の生命・身体を
守る取組が必要です。
また、台風等による豪雨により交通網に甚大な被害が発生しており、避難ルート
の確保や被災地への救援物資の輸送、経済社会活動を支えるサプライチェーン※
の維持のため、災害に強い交通基盤の整備が重要です。
※サプライチェーン：原料調達・製造・物流・販売・廃棄等の一連の流れ全体

【主な施策】
□ 熱中症予防に関する注意喚起
□ 暑熱対策の理解促進、対策の徹底
□ 上水道施設、下水道施設の計画的な整備推進
□ 緊急輸送道路等の整備

等
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５ 科学的知見の収集方法
策定にあたって参照・引用した文献等

第１章 計画策定の背景、趣旨等
１ 気候変動の影響への「適応」とは
２ 気候変動に関する国内外の動き
３ 計画策定の趣旨、位置付け等

第２章 本道の地域特性
１ 地理的特性
２ 経済・産業的特性
３ 社会的特性

第３章 気候の長期変化と将来見通し
１ 気候の長期変化
２ 気候変化の将来見通し

第４章 気候変動による影響
１ 国による影響評価結果
２ 本道において予測される影響等

第５章 適応に関する既存施策等
第６章 影響評価の考え方
第７章 適応の推進方策
１ 適応の取組の推進に関する基本方向
２ 各主体の役割
３ 計画の進捗管理

北海道データブック（道庁ウェブサイト）
（北海道総合政策部）（最新：2020）

北海道の気候変化【第２版】
（札幌管区気象台）（H29.3）

日本における気候変動による影響に関する評価報告書
（中央環境審議会）（H27.3）

戦略研究『地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業の構築－気候変動が
道内主要作物に及ぼす影響の予測－』成果集
（道総研（中央農試））（H23.10）

気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート2018
（関係府省庁）（H30.2）

【全体】
地方公共団体における気候変動適応計画策定ガイドライン
（環境省）（H28.8）
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５ 科学的知見の収集方法
策定にあたって参照・引用した文献等

日本における気候変動によ
る影響に関する評価報告書
（中央環境審議会）（H27.3）

戦略研究『地球温暖化と生産構造の変
化に対応できる北海道農林業の構築
－気候変動が道内主要作物に及ぼす
影響の予測－』成果集（道総研（中央農
試））（H23.10）

北海道の気候変化【第２版】
（札幌管区気象台）（H29.3）

気候変動の観測・予測及び影
響評価統合レポート2018
（関係府省庁）（H30.2）
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５ 科学的知見の収集方法
科学的知見についての情報収集・相談先

北海道内大学等
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６ 庁内連携体制・調整方法等
庁内連携体制

本部員 総務部長
総務部職員監
総務部危機管理監
総合政策部長
総合政策部次世代社会戦略監
総合政策部地域振興監
総合政策部交通企画監
環境生活部長
環境生活部東京オリンピック連携推進監
環境生活部アイヌ政策監
保健福祉部長
保健福祉部新型コロナウイルス感染症対策監
保健福祉部少子高齢化対策監

経済部長
経済部観光振興監
経済部食産業振興監
農政部長
農政部食の安全推進監
水産林務部長
建設部長
建設部建築企画監
会計管理者
企業局長
道立病院部長
教育庁教育部長
警察本部交通部長
各（総合）振興局長

幹事長 環境生活部 環境局 気候変動対策課長
幹 事 総務部 総務課長

総合政策部 総務課長
政策局 計画推進課長

環境生活部 総務課長
環境局 環境政策課長
環境局 循環型社会推進課長
環境局 循環型社会推進課 環境保全担当課長
環境局 自然環境課長

保健福祉部 総務課 政策調整担当課長
経済部 経済企画局 経済企画課長

環境・エネルギー局 環境・エネルギー課長
農政部 農政課 政策調整担当課長
水産林務部 総務課 企画調整担当課長
建設部 建設政策局 建設政策課 政策調整担当課長
出納局 総務課長
企業局 総務課長
道立病院局 病院経営課長
教育庁 総務政策局 教育政策課長
警察本部 交通部 交通規制課長
各（総合）振興局くらし・子育て担当部長

北海道気候変動対策推進本部（旧：北海道地球温暖化対策推進本部）
設立：平成22年４月１日（令和３年４月１日 要綱改正（→気候変動対策推進本部へ））
目的：2050年までに温室効果ガス排出量と森林等による吸収量の均衡を図りながら、環境と経済、社会が調和しながら成長を続ける「ゼロ

カーボン北海道」の実現に向けて、庁内関係部局等が連携して取組を進めるため、北海道気候変動対策推進本部（以下「推進本部」
という。）を設置する。

本部員・幹事会体制（※赤字はR3.4.1改正で追加された構成員）
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６ 庁内連携体制・調整方法等
策定にあたっての庁内関係部局との調整

実際のところ…

■庁内関係部局からの理解を得るのに一苦労
 他部局では、既にそれぞれの立場で適宜、気象条件などの課題に応じ

た対応策を展開
 「適応」の考え方の共有を図るのが困難
 気候変動にかかわらず対応をしてきていることから、計画に掲載する

ことに対し理解が得られにくい

→担当者間での綿密なやりとりと丁寧な説明が肝要

※策定当時担当者談25



７ 北海道気候変動適応センターについて

位置づけ

気候変動適応法第13条に基づく「地域気候変
動適応センター」

所掌事項

役割

北海道における気候変動適応を推進するため
、気候変動影響及び気候変動適応に関する情
報の収集・整理・分析及び提供並びに技術的
助言を行う拠点

1. 市町村の要望に応じて地域気候変動適応
計画の策定に必要となる地域の気候変動
影響及び気候変動適応に関する科学的知
見の整理

2. 道内の適応の優良事例の収集
3. 道内の気候変動影響の予測及び評価
4. 地域適応計画の策定や適応の推進のため

の技術的助言
5. 道内の気候変動影響に関する様々な情報

についてウェブサイト等を通じた発信
6. 地域の事業者や地域住民の適応に関連す

る相談への対応
7. 活動により収集した情報及び整理、分析

した結果等の国立環境研究所との共有
8. その他前条の目的を達成するために必要

な事項
26
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７ 北海道気候変動適応センターについて

理解・取組の促進
（熱中症予防や防災情報の確認など）

気候リスク管理
適応ビジネス展開事業者道民

環境財団

①情報提供等
②技術的助言

適応センター

道総研

北海道

科学的知見

連携
道内大学

国立環境研究所
(気候変動適応センター)

研究機関
（民間含む）

啓発協力

地域の適応の取組を推進
（影響の回避・軽減）

技術的助言・援助（法第11条）

（オブザーバー等）

環境省北海道
地方環境事務所

事務局
（気候変動対策課）

【庁内体制】
北海道気候変動対策推進本部
（適応推進ＰＴ・ＷＧ）

（気候変動適応推進会議）

技術的助言の実施
・地域計画策定や適応の推進のための技術的助言。
・事業者や地域住民の適応に関する相談への対応。

（今後、連携強化）

市町村 地域の状況に応じて適応の
取組を総合的・計画的に推進

○北海道気候変動適応計画（R2.3）
道の施策に適応の視点を組込み、
各分野における適応策を展開
※重点４分野（産業・自然環境・
自然災害・生活健康）

（研究・技術的助言）（普及啓発・情報発信）

情報の収集、整理、分析及び提供
・地域の気候変動影響・適応の科学的知見の整理
・地域の適応の優良事例の収集
・地域の気候変動影響に関する予測・評価や情報発信
・情報及び整理・分析結果等の国環研との共有

＜センター機能①＞ ＜センター機能②＞

ニーズ

気象台
（Hokkaido Local Climate Change Adaptation 

Center）

※体制イメージ
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７ 北海道気候変動適応センターについて

28

センターの活動例（ウェブサイトでの情報発信）

トップページ 適応に関する文献等の情報掲載ページ

→他にも市町村の適応計画、事業者や研究機関の
取組事例などを掲載
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ご静聴ありがとうございました。
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